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NEWS RELEASE 

2026年7月30日（木） 

報道関係者各位                                                        株式会社スガワラくん 
 

【食料品の消費税に関する意識調査】 

「8％維持」が最多も6割が減税支持 

4割超が「制度より早さ」を重視 

～ 食料品消費税「0％・1％・実質ゼロ」 何が違う？ 

いま議論されているポイントを脱・税理士スガワラくんがわかりやすく解説～ 
 

現在、政府・与党が「食料品の消費税1％」方針を固めたと報じられ、消費税減税をめぐる議論が大きな局面を迎えていま

す。 

こうした中、登録者数173万人超のYouTubeチャンネル『脱・税理士スガワラくん』を運営する税理士の菅原 由一は、全

国の20歳以上80歳未満の男女を対象に、「食料品の消費税」に関する意識調査を実施しました。 

本リリースでは、調査結果とともに、「食料品の消費税0％・1％・実質ゼロ案」について税理士・菅原 由一がわかりやすく解

説します。 

 

■調査概要 

調査期間：2026年7月24日 

調査手法：インターネット調査 

調査対象：20歳以上80歳未満の男女全国 

サンプル数：600名（5歳刻みに男女各25名の均等割付） 

調査機関：Freeasy 

※本リリースの調査結果をご利用いただく際は、「脱・税理士スガワラくん 調べ」と必ずご明記ください。 
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■調査結果サマリー 

・「8％維持」が最多も、「負担軽減」を求める声は6割に 

・4割超が「制度よりスピード」を重視 

・7割弱が「減税しても価格はあまり下がらない」と予想 

・物価高対策は「社会保険料の負担軽減」がトップ、「食料品減税」が続く 

 

■調査結果 

まず、全国の20代～70代の男女600名に「政府では、食料品の消費税について『0％』『1%』『実質0％』などの案が議論されて

いるが、最も望ましいと思う案は何か？」と尋ねたところ、最多は「現在の8％のままでよい」（23.2％）でした。一方、「できるだけ早

く1％に引き下げる」（22.2％）、「時間がかかっても0％にする」（15.5％）、「まず1％に引き下げ、その後0％にする」

（13.3％）、「1％＋給付金による『実質0％』にする」（9.7％）を合わせると、6割（60.7％）が何らかの形で食料品の消費

税引き下げを支持していることがわかりました。 

現状維持を望む人が最も多い一方で、多くの生活者は減税そのものには前向きであり、「いつ・どのような形で実施するか」が判断

のポイントになっていることがうかがえます。また、「消費税を一律5％（単一税率）にする」（16.2％）という回答も一定数あり、食

料品だけでなく制度全体の見直しを求める声もみられました。 

 

次に、「物価高対策として最も

重視することは何か？」と尋ねた

ところ、「少しでも早く家計負担が

軽くなること」（43.7％）が最

多となりました。一方、「公約どお

り食料品の消費税0％を実現す

ること」は15.5％にとどまりまし

た。 

これにより、日々の生活に直

結する負担軽減をいち早く実感

できることが優先されていることが

わかりました。 
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続いて、「食料品の消費税が引き下げられた場合、その分だけ販売価格も下がると思うか？」と尋ねたところ、「ほとんど変わらない

と思う」（34.5％）が最も多く、次点の「あまり下がらないと思う」（33.7％）と合わせた7割弱（68.2％）が減税効果を価格面

では限定的と見ていることがわかりました。 

 

最後に、「物価高対策として政府に優先して取り組んでほしい施策は何か？」と尋ねたところ、最も多かったのは「社会保険料の負

担を軽減する」（43.8％）で、「食料品の消費税を引き下げる」（40.5％）が僅差で続きました。また、「所得税・住民税を減税

する」（34.2％）、「電気・ガスなど光熱費への支援を拡充する」（31.0％）も3割を超えました。 

一方、「現金給付を行う」（26.5％）や「賃上げを後押しする政策を進める」（16.8％）は比較的低い結果となりました。 

 

■「食料品消費税0％・1％・実質ゼロ」 ― 今、何が議論されているのか？ 

物価高対策として、食料品の消費税をめぐる議論が大きな局面を迎えています。政府・与党は、食料品の消費税を「1％」へ引き

下げる方針を固めたと報じられる一方で、「0％」や「実質ゼロ」といった案も引き続き議論されており、制度の内容や実施方法に注目

が集まっています。 

今回の調査でも、「現在の 8％のままでよい」が最多となる一方、約 6割が何らかの形で食料品の消費税引き下げを支持する結

果となりました。また、「1％でも早く実施してほしい」という考え方が、「時間がかかっても 0％を実現してほしい」という考え方を上回る

など、生活者の意識にも変化が見られます。 

しかし、「0％」「1％」「実質ゼロ」は名前が似ていても、制度の仕組みや家計への影響、事業者のシステム対応など、それぞれ内

容は大きく異なります。そこで今回は、調査結果を踏まえながら、それぞれの制度の違いや現在議論されているポイントについて、わか
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りやすく解説します。 

 

●「0％」と「実質ゼロ」は同じようで違う 

「消費税 0％」は、税率そのものを 0％に引き下げる制度です。一方、「実質ゼロ」は税率を 1％にしたまま、中低所得者などに給

付金を支給することで、実際の負担を 0％相当に近づける仕組みです。 

つまり、買い物をした時点では 1％の消費税を支払い、その後の給付によって負担を軽減するという考え方です。家計への支援と

いう目的は共通していますが、「税率を下げる」のか、「給付で補う」のかという制度設計には大きな違いがあります。 

 

●なぜ0％ではなく 1％案が出てきたのか？ 

背景にあるのは、レジや POS システムの改修です。 

関係者へのヒアリングでは、「0％への対応には約 1年かかる一方、1％であれば 5～6 か月程度で対応できる」という見方が示さ

れたことから、「少しでも早く減税を実施するためには 1％の方が現実的ではないか」という議論が広がりました。 

一方で、クラウド型 POS レジなどでは比較的短期間で対応可能というメーカーもあり、必要な改修期間はレジの種類やシステムに

よって異なると考えられます。 

 

●消費者だけでなく、事業者にも影響する制度 

消費税の税率変更は、レジの表示だけを書き換えれば済む話ではありません。 

現在の POS レジは、売上管理だけでなく、在庫管理やポイント、会計システムなどと連携しているため、税率変更に伴って広範囲

なシステム改修が必要になるケースがあります。 
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また、「0％課税」と「非課税」は税務上まったく異なる仕組みであり、企業の消費税計算にも影響します。そのため、制度変更は

事業者にとっても慎重な対応が求められます。 

 

●減税で物価は本当に下がるのか？ 

食料品の消費税を引き下げる最大の目的は、物価高騰による家計負担を軽減することです。 

ただし、実際の販売価格は税率だけで決まるものではありません。原材料費や物流費、人件費などの上昇が続く中では、税率が

下がっても、その分がすべて販売価格に反映されるとは限りません。 

商品や店舗によっては価格据え置きや値上げが行われる可能性もあり、消費者が実感する効果には差が生じることも考えられま

す。 

 

●短期的な支援と、長期的な制度設計の両立が重要 

現在議論されている案はいずれも、物価高への緊急対応という側面が強く、期間限定の措置が前提となっています。 

一方で、制度が始まれば、終了時には再び税率変更やシステム改修が必要になる可能性もあります。また、家計を安定的に支え

るためには、一時的な減税だけでなく、賃上げや所得向上、社会保障制度とのバランスを含めた中長期的な政策も欠かせません。 

 

●まとめ 

今回の調査では、「時間がかかっても0％を実現してほしい」という声よりも、「1％でもいいから早く実施してほしい」という回答が多

く、生活者が制度の"理想形"よりも"支援のスピード"を重視している実態が明らかになりました。 

一方で、「0％」「1％」「実質ゼロ」は、それぞれ制度の仕組みや事業者への影響が異なります。減税は家計支援として一定の効

果が期待されますが、価格への反映やシステム対応、2年間限定措置の運用など課題も少なくありません。 
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今後は、「どの案が最も実現しやすいか」だけでなく、「生活者にとって分かりやすく、公平で、持続可能な制度であるか」という視点

から議論を深めていくことが重要ではないでしょうか。 

 

■菅原 由一プロフィール 

1975年、三重県生まれ。東京都在住。お客様を黒字に導く節税と資金繰りの専門家。 

2022年12月に開設したYouTubeチャンネル『脱・税理士スガワラくん』は、登録者数173万人を突破。ブログ 『脱！税理士 

菅原のお金を増やす経営術！』は全国税理士ブログランキング第1位を獲得し、アメブロ【公式】トップブロガーに選任。 

講演実績は、Google、アパホテル、リコージャパン、ロバートキヨサキなど上場企業、外資系企業も含め1,000回を超え、各メディ

アからの取材も多数受ける。 

書籍『究極の資金繰り』『激レア資金繰りテクニック50』（共に幻冬舎）は、累計3.7万部のベストセラーとなる。2024年2月

22日に『タピオカ屋はどこへいったのか? 商売の始め方と儲け方がわかるビジネスのカラクリ』を発売。刊行から1年で累計発行部

数12万部を突破。 

ブログ：https://ameblo.jp/sannet/ 

YouTube：https://www.youtube.com/@datu-sugawara 

X：https://mobile.twitter.com/sugawara11 

Instagram：https://www.instagram.com/sugawara.smg 

Threads：https://threads.net/@sugawara.smg 

TikTok：https://vt.tiktok.com/ZSexq2jCP/ 

Facebook：https://www.facebook.com/yuichi.sugawara.5 

 

■会社概要 

商号：株式会社スガワラくん 

本社所在地：愛知県名古屋市中村区名駅南1-24-30 名古屋三井ビル本館7F 

代表者：代表取締役 堀江 芳紀 

設立年月日：2023年11月8日 

資本金：1,000,000円 

事業内容：セミナーの運営、YouTube、広告、コンサルティング 

URL：https://sugawarakun.com/ 
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